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はじめに 

◇ガイドラインの位置づけ 

 

  本ガイドラインは、県・市町村の「地域防災計画」に基づく栄養指導等（栄養・食生活支

援）を効果的に行うための目安となるものであり、災害時の支援活動を迅速かつ効果的

に展開するために作成したものである。 

  県においては、『「埼玉県地域防災計画」栄養指導班の編成』及び『保健医療部「埼玉

県災害時公衆衛生活動マニュアル」』に基づき、被災住民の栄養・食生活支援における活

動の細部を定めた個別マニュアルとして位置付ける。 

 

◇ガイドラインの特徴 

 

(１)行政栄養士による栄養・食生活支援活動を中心に記載 

   被災者の栄養状態や食生活が平常時の状況まで早期に回復するよう、自治体に所

属する管理栄養士・栄養士（行政栄養士）が被災者支援を行う際に必要な情報や、関

係機関等との調整及び連携方法を記載した。 

 

 （２）平常時の対策 

   災害時において、栄養・食生活支援活動を迅速かつ効果的に行うためには、平常時

の備えが重要であることから、連携体制や備蓄食材の確認のほか、研修会の実施や

住民への普及啓発を促すための内容となっている。 

  

      

 ＝参  考＝        災害時における管理栄養士等の活動について 

   ◆「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」 

                                                        （平成２５年８月内閣府）         

      ・一定期間経過後の食事の質の確保 

        管理栄養士の活用等により、長期化に対応してメニューの多様化や栄養バランス等 

       質の確保について配慮すること。   

 

    ◆「地域における行政栄養士による健康づくり及び栄養・食生活の改善の基本指針について」 

        （平成２５年３月２９日付健が発０３２９厚生労働省健康局がん対策・健康増進課長通知） 

        ・行政栄養士は、災害の発生に備え、栄養・食生活支援に関し関係部局と調整するなど、 

        体制整備を行うこと。 
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第１章 大規模災害時の栄養・食生活支援体制について 

 

１ 災害救助法の概要 

 

   日本の災害対策法制は、災害の予防、発災後の応急期の対応及び災害からの復

旧・復興の各ステージを網羅的にカバーする「災害対策基本法」を中心に、各ステージ

において、災害類型に応じて各々個別法によって対応する仕組みとなっている。「災害

救助法」は、発災後の応急期における応急救助に対応する主要な法律である。 

 

   「災害救助法」が適応となった場合、救助の実施主体は市町村ではなく都道府県とな

る（災害救助法第 2条）。ただし、救助の実施に関する事務一部を災害発生市町村長に

委任することができる（災害救助法第 13 条 1項）。なお、災害発生市町村長は、委任さ

れた事務を除き、都道府県知事が行う救助を補佐するものとされている。 

 

           出典：内閣府政策統括官（防災担当），災害救助法の制度概要（令和 5年 6月版） 

 

図１ 災害対策法制上の位置付け 
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                                 出典：内閣府政策統括官（防災担当），災害救助法の制度概要（令和 5年 6月版） 

図２ 災害救助法【救助実施概念図（災害が発生した段階）】 
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２ 埼玉県における栄養・食生活支援体制の整備 

 

 災害時において、円滑な栄養・食生活支援を実施するには、県（健康長寿課）、保健所、

市町村（栄養・食生活支援担当課所）の連携が欠かせない。平常時から関係機関等と連

携を図り栄養・食生活支援体制を整備しておくことが重要である。 

 災害時における栄養・食生活支援体制のイメージは次のとおり。 

 

               

 

                                                            

                                                        

 

  

                                     

 

                                       

 

                                                 

 

                                                       

 

                                                                                                                                               

                   

 

                                     

                                                

                             

                                                          

                                                                                       

 

                                                                  

                

                                                                                                                                                

 

 

 

 ＊災害時の栄養管理に関し、連携を深める必要がある関係性を示すもの   

（出典）「富山県災害時における栄養・食生活支援マニュアル（H25年 3月）」を改変 

ボランティア 

保健所 

（県災害対策支部） 

他県等 

 

国（厚生労働省）

等） 

食品事業者等 
特殊食品（特別用 
途食品、特殊ミル 
ク、アレルギー食 
品等）の供給 

連携 

県災害対策本部 
（医療救急部） 

給食施設 

栄養士会 

食生活改善 
推進員団体連絡 

協議会 

 

                      

関係団体 

連携・支援・要請 

連絡・報告 

被災市町村災害対策本部 

支援 

   救援 
  物資等 

連携・支援・要請 

関係課 
健康長寿課 

（栄養指導班） 

支援 

支援 

連携・支援 

連携 

連携 

連携 

連携 

支援 

要請 

支援 

斡旋 

栄養・食生活支援 
   担当課所 

自宅等 避難所・仮設住宅 

     被災住民 

防災担当関係課所 

食料供給関係課所 

 災害協定 
  市町村 

【災害時における栄養・食生活支援体制イメージ図】 

 災害協定 
企業・団体等 
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３ 栄養・食生活支援体制の主な役割分担 

 

 大規模災害発生時の被災地での栄養・食生活支援活動は、避難者の健康管理を支援

する「対人保健」、避難所等での食事の提供や食品衛生助言、給食施設等を支援する

「対物保健」、情報提供や食事の分析評価、対策立案、支援要請、連絡調整等を行う「マ

ネジメント」の３つである。 

 

 避難者の健康管理に係る支援は、避難所等で第一線として避難者（地域住民）の支援

にあたる市町村保健師又は管理栄養士・栄養士と、市町村又は避難所の支援として派遣

される行政栄養士が連携して、個別及び集団的な支援を直接的に行う。 

 

 避難者の中でも、摂食・嚥下が困難な者や疾病による食事制限がある者、食物アレル

ギーをもつ者、乳児や妊産婦等、個別に支援が必要な避難者に対する支援は、特に専門

的な指導が必要である。 

 

 避難所において、摂取エネルギーや栄養素の過不足による新たな健康問題の発生を防

ぐため、適切なエネルギー及び栄養量を確保した食事（炊出し、弁当、備蓄食品等）を提

供できるよう、必要な支援を行う。発災直後の食料不足から、段階的な支援が必要となり、

災害対策本部や食事調達を担当する関係課と連携の上で進める必要がある。 

 

 また、管轄保健所の管理栄養士は、ＤＨＥＡＴとして派遣された保健従事者（管理栄養士

を含む）と連携し、これらの支援が円滑に進むような後方支援を行う。 

 

 なお、保健所管理栄養士は、平常時の業務として特定給食施設指導を実施していること

から、災害時においても、給食施設の災害状況を踏まえ、給食提供が困難な施設への支

援を行う。ただし、施設で必要な食料は、各施設が施設の責任で準備することが原則であ

る。 

 

 災害時においては、食事及び栄養に関する情報（市町村の食料備蓄や支援物資の状

況、避難所における提供食の状況把握や避難所の食に関するニーズ、量販店での食料

販売の状況など）を収集し、課題解決に向けた対策の立案や支援の要請、関係機関との

連絡調整等、マネジメントは行政栄養士の大きな役割であり、それぞれの立場で連携の

もと実施する必要がある。 
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表 大規模災害時の栄養・食生活支援体制に基づく主な役割分担表 

  被災市町村 

（管理栄養士・保健師） 

【市町村支援】 

派遣行政栄養士 

保健所管理栄養士 

 

【保健所支援】 

派遣行政栄養士 

DHEAT 

（医師、保健

師、薬剤師、管

理栄養士等） 

本庁管理栄養士 

 

【本庁支援】 

派遣行政栄養士 

厚生労働省 JDA-DAT 

対

人

保

健 

避難者の健康管理支援 ・健康な食に関する普

及啓発、健康教育 

・避難者の食の自立に

向けた支援 

（自助による栄養量の

確保） 

・市町村及び派遣行政栄養士の支援 

・関係団体等（JDAーDAT 含む）に

よる支援チームの支援 

・健康課題のアセスメント 

保健所の支援  避難者への個

別巡回相談 

（ﾊｲﾘｽｸｱﾌﾟﾛｰ

ﾁ） 

対

物

保

健 

避難者の栄養に配慮した

食事の提供支援 

・備蓄食品、支援物資

からの栄養確保、提供

支援 

・炊出し、弁当等から

の適正な栄養量の確

保支援 

・炊出しﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの

啓発（栄養量確保） 

・市町村（食事調達主管課含む）及び

派遣行政栄養士の支援 

（例） 

調達資源の適正配分 

保健所の支援 避難所におけ

る食事提供の

栄養の参照量

提示 

 

要配慮者の栄養に配慮し

た食事の提供支援 

 

 

 

・要配慮者の把握 

・要配慮者に有用な食

料、食事の提供支援 

（備蓄、支援物資、炊出

し、弁当等） 

・市町村及び派遣行政栄養士の支援 

・JDA-DATの支援 

保健所の支援  特殊栄養食品

ステーション

の設置、配布 
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  被災市町村 

（管理栄養士・保健師） 

【市町村支援】 

派遣行政栄養士 

保健所管理栄養士 

 

【保健所支援】 

派遣行政栄養士 

DHEAT 

（医師、保健

師、薬剤師、管

理栄養士等） 

本庁管理栄養士 

 

【本庁支援】 

派遣行政栄養士 

厚生労働省 JDA-DAT 

対

物

保

健 

避難所等の食品衛生助言 ・避難所の食事の衛生

管理状況の把握と衛

生助言 

・炊出しﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの

衛生助言 

・市町村及び派遣

行政栄養士の支援 

・食品衛生監視員

等との連携 

 保健所の支援   

給食施設指導  必要に応じて給食

提供施設への指導 

 保健所の支援   

 

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト 

情報収集 ・備蓄及び支援物資の

状況把握 

・提供食の状況把握 

・避難所の食に関する

ニーズの把握 

・被災情報の収集 

・量販店、スーパー等の食料提供状

況の把握 

・ライフライン復旧状況の把握 

保健所の支援   

分析評価 提供食の食事調査 食事調査の分析、評価    

対策立案・支援要請 ・保健活動計画の立案 

・通常業務の再開計画

の立案 

・優先対策の決定 

・市町村及び派遣行政栄養士の支援 

保健所の支援   
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  被災市町村 

（管理栄養士・保健師） 

【市町村支援】 

派遣行政栄養士 

保健所管理栄養士 

 

【保健所支援】 

派遣行政栄養士 

DHEAT 

（医師、保健

師、薬剤師、管

理栄養士等） 

本庁管理栄養士 

 

【本庁支援】 

派遣行政栄養士 

厚生労働省 JDA-DAT 

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト 

関係機関との連絡調整 ・炊出し実施団体との

連絡調整 

・弁当事業者との連絡

調整 

・JDA-DAT との連絡

調整 

・災害対策本部（医療救急部）との連

絡調整 

・組織、職種横断的な調整 

・市町村及び本庁との連絡調整 

・JDA-DATと市町村との連絡調整 

・災害対策本部

（医療救急部）と

の連絡調整 

・保健所との連

絡調整 

・JDA-DAT と

の連絡調整 

・厚生労働省と

の連絡調整 

県との連絡調

整 

・保健所、市町

村との連絡調

整 

・本庁との連

絡調整 

受援体制の整備 受援内容の計画、要望 ・支援要望の取りま

とめ 

・管理栄養士・栄養

士の派遣の必要性

に関する情報収

集、提供 

・JDA-DAT の派

遣の必要性に関す

る情報収集、提供 

 ・管理栄養士・栄

養士の派遣要

請、調整 

・JDA-DAT の

派遣要請 

・受援内容の依

頼 

管理栄養士・

栄養士の派遣

調整 

JDA-DAT の

派遣 

出典：久保彰子編著,大規模災害時の栄養・食生活支援活動ガイドライン, P12,P14-15 を一部改編 
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第２章 災害発生時 

１ 災害発生時の取組 

 

（１） 災害発生後の時間経過（フェイズ）と主な活動 
 
   災害時に行うべき行政栄養士の主な栄養・食生活支援活動を、災害発生後から時間  
 経過による段階を「フェイズ (0から 2まで）」ごとに整理した。 
  災害は、想定の範囲内で起きるとは限らないことから、ガイドラインに頼れない事態も 
 想定しておく。 
   

      ※本ガイドラインでは、下記のような「フェイズ」に分けている。 

        フェイズ 0  ：初動体制の確立（概ね災害発生後 24時間以内） 

        フェイズ 1  ：緊急対策（概ね災害発生後 72時間以内） 

        フェイズ 2  ：応急対策（概ね災害発生後 4日目から 1、2週間） 

 

≪各フェイズで予想される状況≫ 

 想定される主な環境 想定される状況（栄養・食生活） 

フェイズ 0 
 

初動体制の 

確立 

（概ね災害発生 

後 24時間以内） 

 

○ライフラインの寸断 

○道路の遮断 

○負傷者の出現 

○避難者の増大 

○避難所の開設 

○情報収集困難、情報の途絶

（停電等） 

 

【食品の状況】 

○備蓄食品の配布 

○備蓄以外の食品確保が困難 

【避難者等の状況】 

〇エコノミークラス症候群（水分摂取不足） 

〇ストレス関連障害（高血糖、高血圧） 

〇感染症、食中毒の発生 

○支援者が限定 

フェイズ 1 

 

 

緊急対策 

 

（概ね災害発生 

後 72時間以内） 

 

○被災者・負傷者の増加 

○避難者の増大 

○トイレの不足 

 （おむつの不足） 

○食料の絶対的不足 

 （生鮮食品の不足） 

○衛生管理不徹底 

○炊出しの検討、開始 

○一部ライフラインの復旧 

【食品の状況】 

○食事に配慮が必要な方の食品が不足 

 （乳児用ミルク、離乳食、高齢者用食品等） 

【避難者の状況】 

〇エネルギー摂取不足 

〇食欲不振 

〇エコノミークラス症候群（水分摂取不足） 

〇ストレス関連障害（高血糖、高血圧） 

〇感染症、食中毒の発生 

フェイズ 2 
 

応急対策 

 

（概ね災害発生後

4 日目から１・２週

間まで） 

○生鮮食品（たんぱく質源や

野菜等）の不足 

○調理可能設備や調理に従

事できる者の不足 

 

【食品の状況】 

〇入手可能な食品の偏り 

【避難者の状況】 

〇エネルギー摂取不足または摂取過剰 

〇微量栄養素摂取量不足 

〇食欲不振、便秘、下痢、口内炎 

〇エコノミークラス症候群（水分摂取不足） 

〇ストレス関連障害（高血糖、高血圧） 

〇感染症・食中毒 

〇アルコール依存、生活不活発 
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≪各主体ごとの活動のポイント≫ 

 市町村 保健所 県（健康長寿課） 

フ

ェ

イ

ズ 

0 

 

・できるだけ早い段階で、食

料供給ができる体制の整備

をめざす 

 

・行政栄養士は、保健師等

関係職員と連携し、食事に

配慮が必要な方を把握する 

 

・個人に適した代替食や支

援物資を円滑に活用する等

の検討を行う 

・関係機関と連携しながら被

災地の状況を把握する 

 

 

・被災地単独では十分な栄

養・食生活支援の対応が困

難な場合、市町村を支援し

栄養・食生活支援活動を行

う 

 

 

・災害対策本部等から、被

災地全体の被害状況や栄

養・食生活支援活動に関す

る情報を収集する 

 

・保健所からの支援要請に

迅速に対応する 

フ

ェ

イ

ズ

1 

・情報収集、状況把握、体制

整備等を継続する 

 

・避難者の健康観察を行う

看護師、保健師と連携し、避

難者から P17「身体所見の

ポイント」に記載された訴え

等があった場合には、すみ

やかに管理栄養士に情報共

有してもらい、対応する 

 

・食料配分状況を確認する 

 

・食事に配慮が必要な方へ

の確実な対応を行うため、

巡回栄養相談等を開始する 

 

・状況に応じて、炊出し実施

による栄養・食生活支援を

検討する 

 

・被災地の状況を把握し、現

状での栄養・食生活に関す

る課題と対応を整理する 

 

・要請が必要な課題と対応

を整理する 

 

・要請が必要な課題は、県

（健康長寿課）へ報告し、物

的要請や人的要請等が円

滑に行われるよう支援体制

を整備する 

・被災地の状況を把握し、新

たに対応すべき課題を確認

し、体制を整備する 

 

・被災状況から栄養・食生活

支援の期間や内容等を判断

し、人材派遣等の必要な支

援を継続して行う 

フ

ェ

イ

ズ

2 

・復旧段階を見据えた栄養・

食生活支援活動の計画の

提案を行う 

・市町村の復旧計画に基づ

き、被災地の状況を確認し、

避難所や自宅に戻った被災

者の栄養・食生活支援活動

を実施する 
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（２） 具体的な支援活動の内容 

 
 ア 市町村 

活動項目 主な内容 
フェイズ 

0 1 2 

１ 

情
報
収
集
・
状
況
把
握 

（１） 

行政栄養士の安否

確認 

・速やかに、職員の安否を確認する。 

 

 

 

  

（２） 

状況把握 

・被災者数、避難所の状況、ライフラインの被 

 害状況、備蓄食品の状況や配布方法等の把 

 握に努める。 

   

【資料１】 

被災地域状況確認・情報収集様式 

２ 

情報の共有化 

（関係機関との連絡調整） 

・災害対策本部や食料供給の関係課所に加え、保

健所やボランティア等の関係団体等との情報交

換・共有を行う。 

   

３ 

災害時食料の確保 

・内外部からの支援状況（救援物資・炊出し・人材

等）の把握を行う。 

   

４ 

普及啓発・広報 

・食事について注意が必要な共通事項等につい

て、掲示物等で普及啓発を行う。 

   

【資料２】普及啓発用チラシ 

★手を洗いましょう 

★食品は消費（賞味）期限内に食べましょう 

★おやつの食べ過ぎに気をつけましょう 

★配給食品の受入・配布時の注意点   

５ 
食
事
に
配
慮
が
必
要
な
方
へ
の
対
応 

（１） 

食事に配慮が 

必要な方の把握 

・避難所受付名簿又は避難住民への呼びかけ等

による把握に努める。 

   

【資料３】 

食事に配慮が必要な方リスト 

【資料４】 

★食事のことで御心配のある方へ 

（２） 

食事に配慮が 

必要な方に対する 

支援 

・把握した「食事に配慮が必要な方」に対し、ニーズ 

を把握し、必要支援物資の供給が円滑に行えるよ

う に避難所担当者等と調整する。 

・食事で困っている方は避難所職員に申し出るよう 

に、チラシ等で周知する。 

・支援要請のあった特殊食品が不足する場合は、

外部の支援を検討する。 

   

【資料５】 

特殊食品の供給支援情報収集様式 

【資料６】普及啓発用チラシ（食事に配慮が必要な方用） 

★食物アレルギーの方へ 

★加工食品のアレルギー表示を良く見ましょう 

★避難所における食生活のポイント 

 妊娠・授乳期・離乳期の方へ、血糖や血圧が高め

の方へ 
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活動項目 主な内容 
フェイズ 

０ １ ２ 

  

６ 

配
給
・炊
出
し
等
体
制
整
備 

（１）配給準備 ・食料配分の確認    

（２） 

炊出しの状況の 

把握と調整 

・それぞれの炊出し活動の情報収集に努め、調理 

 従事者数、供給可能な数、献立等を把握し、その 

 調整に関与する。また、食中毒の予防対策にも 

 努める。 

 【想定される主な炊出し】 

  ＊日本赤十字社埼玉県支部が行う場合 

  ＊市町村主体で実施する場合 

  ＊自衛隊に要請する場合 

  ＊ボランティアの炊出しを受入れる場合 

   

（３） 

炊出しの献立の 

提示 

・予め献立を準備しておく。    
【資料７】 

災害時の献立作成のポイント 

【資料８】 

★炊出し献立例（５日分） 

【資料９】普及啓発用チラシ（食品衛生） 

★食中毒を防ぐ３つの約束 

★食中毒予防のために 

★炊出し等を行われる皆様へ 

（４） 

弁当業者の確認 

・弁当が配送されている場合には、栄養に偏りが 

 生じないよう、必要に応じて弁当業者にメニュー 

 内容の改善を依頼する。 

  

 

 

   

７ 

栄
養
・食
生
活
相
談
の
実
施 

（１） 

相談支援計画 

・避難所等における巡回栄養相談を計画し、避難

所栄養管理について支援する。 
   

【資料 10】 

栄養食生活相談の実際 

【資料 11】 

栄養・食生活相談票 

【資料 12】 

★食生活お知らせカード 

（２） 

避難所等における 

指導、相談 

・避難所の食料提供状況（生鮮食品。特にたんぱく

質源や野菜等の不足等）に応じた相談、助言（食

べ方や量等）を行う。 

≪留意症状≫便秘、口内炎等  

   

（３） 

指導相談内容の 

反映 

・相談状況を踏まえ、必要に応じて避難所の食料 

 提供担当者に対し報告するとともに、避難所の 

 食料供給状況を考慮した食品の提供について、 

 助言を行う。 

 【例】・たんぱく質、ビタミン、ミネラル等を考慮   

    ・エネルギー過多、不足に注意 等 
 

   

（４） 

避難所以外に 

おける指導、相談 

・災害対策本部等が把握している情報を元に、必 

 要に応じて避難所以外の場所（ライフラインの寸 

 断した家屋、車等）での生活者に対する栄養・食 

 生活支援についても留意する。 
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 イ 保健所 

活動項目 主な内容 
フェイズ 

０ １ ２    

１ 

情
報
収
集
・状
況
把
握
、
体
制
整
備 

（１） 

管内の被害状況把握 

・災害対策支部等の情報により各市町村の状

況を情報収集し、把握に努める。 

 
 【主な確認内容】 

 ・被災者数 

 ・ライフラインの被害状況 

 ・避難施設の状況 

 ・市町村管理栄養士等の状況 

 ・栄養・食生活支援体制 

   （炊出し、配給、栄養相談状況等）  等 
 

   

（２） 

保健所内体制整備 

・被災状況及び市町村の体制を確認した上

で、所属内で情報共有し保健所としての支援

体制を決定する（栄養・食生活支援の必要性

の有無、支援内容の検討や調整など）。 

 

   

（３） 

県（健康長寿課）への報

告、情報整理 

・把握した情報を県（健康長寿課）へ報告し、

情報を共有する。 

   

２ 

情報の共有化 

(関係機関との連絡調整） 

・必要に応じて市町村や行政栄養士等関係者

との 情報交換を行い、栄養・食生活支援に

携わるための情報や課題を収集して共有化

を図る。 

 

 

 

   

活動項目 主な内容 
フェイズ 

０ １ ２ 

８ 

栄養アセスメント（避難

所食事状況調査等）の

実施 

・各避難所の食事内容を調査し、被災者の栄養状態 

 の実態を把握する。 

・食事内容の調査結果は栄養の参照量等と照らして 

 評価し、食事内容に見直しが必要な場合には、炊 

 出し実施者等への依頼や弁当業者への助言指導 

 により、提供される食事内容の改善を図る。 

   

【資料 13】 

避難所における栄養の参照量（厚生労働省通知） 

【資料 14】 

避難所の栄養摂取等状況調査票 
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活動項目 主な内容 
フェイズ 

０ １ ２ 

 
   

３ 

市
町
村
支
援
（ 

避
難
者
へ
の
栄
養
・食
生
活
支
援
） 

 

（１） 

人材派遣の要請・受入れ 

・避難所等での栄養管理が困難な状況や栄

養相談等の必要がある状況において、 

市町村から管理栄養士等の派遣要請があっ

た場合（又は、保健所が派遣が必要と判断し

た場合）は、「栄養指導班」等の派遣を県（健

康長寿課）に依頼し、調整を行う。 

・栄養・食生活支援に関する専門職等の派遣

要請がある場合は、県（健康長寿課）に依頼

し、調整を行う。 

・栄養指導班等の受入れと活動調整を行う。 

 

   

（２） 

市町村体制整備 

の支援 

①必要物資の状況把握と確保、調整（情報収

集、支援要請） 

・食事に配慮が必要な方に対する特殊食品等

必要物資について、市町村の備蓄状況や入

手について情報収集・把握を行い、被災地で

入手困難な場合は業者リストの紹介や県へ

支援要請を行う。 

 

   

②配給・炊出しの実施支援 

・市町村の配給・炊出しに関する体制整備へ

の助言等支援を行う。 

   

③避難所等における栄養・食生活相談体制

の整備 

・市町村と連携して、避難所等における巡回

栄養相談を計画し、栄養相談体制の整備を

行う。 

・栄養指導が必要な方に対し、避難所の状況

に応じた食品の選択や組合せ等について、相

談、助言を実施する。 

 

   

 
 

 

 

 

 

（３） 

栄養アセスメント（避難所

食事状況調査等）の実施

とりまとめ及び報告 

・避難所生活の長期化を視野に入れ、市町村

と連携して、避難所等の栄養状態の実態把握

を行うとともに、栄養状態の改善に必要な対

応を行う。 

・課題解決のため、食品の調達や管理栄養士

等の配置など広域的な調整や支援を必要と

する場合は県（健康長寿課）に報告をする。 
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 ウ 県（健康長寿課） 

活動項目 主な内容 
フェイズ 

0 1 2 

１ 

情報収集・状況把握・ 

情報提供 

・県災害対策本部等を通じて、被災地の状況を 

 把握し、必要に応じて保健所等に情報提供す 

 る。 
【主な確認内容】 

・被災者数 

・避難施設の状況 

・被災者の栄養・食生活支援状況 

・保健所管理栄養士出勤等状況 

・関係団体の被災状況    等 
 

   

２ 

情報の共有化 

（関係者との連絡調整）          

（１）情報共有 

・庁内関係者（関係部局）と役割確認し、栄養・食生 

 活情報の共有化を図る。 

 

（２）関係機関との連絡調整 

・食に関する専門職の団体等と情報の共有化を図

り、円滑な特殊食品等の手配や炊出しの支援など、

栄養・食生活支援ができるよう調整する。 

 

   

３ 

栄養指導班等の編成 

及び派遣 

（１）動員計画 

・保健所等から栄養指導班の派遣要請があった場合

（又は、県が派遣が必要と判断した場合）は、管理栄

養士等の派遣の検討・決定を行う。（必要なマンパワ

ーの算定） 

 

（２）栄養指導班の編成 

・管理栄養士等で構成する栄養指導班を編成し、被

災地に派遣する。 

 

（３）国、JDA-DAT等への派遣要請 

・管理栄養士等の派遣を国（県外、被災地以外の市

町村）、JDA-DAT 等に要請する必要がある時には、

関係機関と調整の上、要請を行う。 

 

（４）栄養指導班等の活動終了の検討・決定 

・栄養・食生活状況の改善状況と復興状況を勘案し、

総合的に判断を行う。 

   

４ 

栄養・食生活支援活動の

計画・立案・評価の実施 

・保健所等からの情報を受け、初期、中期、長期の活

動計画を立案する。 

・活動は、調査報告を受け避難所等の栄養・食生活

状況を評価する。 
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２ 支援の実施 

 

 災害時の主な支援として、避難所等における栄養・食生活の改善及び食事に配慮が必

要な方に対する支援がある。次の留意事項を参考に、状況に応じた対応を行う。 

 

（１）避難所等における栄養管理 

 ア 栄養アセスメント（利用者の状況やニーズに応じた食事提供）の実施 

    避難所生活が長期化する中で、栄養不足の回避、生活習慣病の予防・改善、さらに

は生活の質の向上のため、平常時以上に、適切なエネルギー及び栄養量を確保した

食事の提供が重要となる。避難所で提供される食事は、炊出しや市販弁当、配給品

などが想定されるため、幅広い年代の被災住民に対し、行政栄養士の継続的な支援

体制の下、地域や避難所の実情を十分に考慮し、利用者の状況やニーズに応じた食

事提供の実施に努める。 

 

 イ 食事提供の種類による主な留意事項 

 

個別の主な留意事項 共通の主な留意事項 

炊
出
し 

・献立作成に当たっては、食欲不振等をきたさな

いように利用者のニーズも考慮し、利用者の希

望するメニューや季節（気候）に配慮した食べや

すいメニューを取り入れるなど、メニューの多様

化や適温食の提供に配慮する。 

・行政栄養士は、食中毒防止のため、調理器具や 

 食材の管理、調理・配膳方法等、衛生的に行う 

 よう周知する。可能な限り、調理担当者は衛生 

 管理の知識を有する者を確保する。 

 

・避難所における食事提供のための栄養 

 量の算定に当たっては、利用者の性別 

 や年齢構成を把握するよう努める。 

 

・作成献立は、国通知等に照らして給与栄 

 養量を評価し、見直し時の活動計画に反 

 映させる。 

 

・献立内容は栄養バランスに配慮するた 

 め、可能な限り、主食、主菜、副菜がそろ 

 うように配慮する。 

 

・食事に配慮が必要な方など個別対応が 

 必要な者に係るニーズの把握に努める。 

 

・食物アレルギー対応食品など、特殊食品 

 の活用も含め、適切な支援を行う。 

 

・治療を目的とした栄養管理が必要な人に 

 は、医療機関での専門的支援につなぐ体 

 制を確保する。 

市
販
弁
当 

・揚げ物が多く、野菜が不足するなど内容に偏りが

生じる場合が多い。改善が必要な場合、管理栄

養士等は、弁当業者に対して依頼や助言を行う。 

 

配
給
品 

・不足しがちなたんぱく質源（肉、魚、卵、大豆等） 

 や果物を補う等、行政栄養士は避難所運営担 

 当者に対し、確保できる食品を適切な組合せで 

 配給するよう助言する。 

・衛生的な観点から、行政栄養士は、被災者が食 

 べ残し分を保存しないよう、避難所運営担当者  

 や被災者に対して適切に指導する。 
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 ウ 身体所見のポイント 

（★身体の観察ポイント ●問診のポイント ■栄養指導のポイント） 

                          

    

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

                      

 

 

 

 

 

      

                       

   

 

 

 

 

≪栄養障害を示す身体徴候と補給すべき食品≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立ちくらみ 

★横になっていることが多い 

★眼瞼結膜 

●食事量の不足はないか 

●貧血はないか 

■貧血予防の指導 

口内炎、口角炎 

★口内及び口角の炎症がある 

角の炎症がある 

●炭水化物偏重やビタミン不足がないか 

■不足栄養素の増量指導 

■ビタミン強化米等の提供 

味を感じない 

★濃い味を好む 

●震災後に薬の変化はないか 

●たんぱく質や亜鉛の不足がないか 

●タバコが増えていないか 
■たんぱく質・亜鉛不足がある場合、含 
  有食品の増量指導 

■タバコが増えた人は減煙指導 

肌荒れ 

★吹き出物や肌乾燥がある 

●食事量の不足や栄養の偏りはないか 

■不足栄養素の増量指導 

■必要に応じたサプリ等の提供 

下痢、便秘 

★何度もトイレに行く 

★腹痛を訴える、頻繁に放屁がある 

●食事量の不足や偏りはないか 

●食中毒等の危険のある食品の摂取はないか 

●極端な水分制限をしていないか 

●活動量が減っていないか 

■食物繊維の多い食品の増量指導 

■水分の適正化指導（1日 2ℓ程度） 

■必要に応じた特保等の提供 

■軽運動や腹部マッサージ指導 

体重増加 

★太った 

●食事量・間食・飲料等が増えていないか 

●活動量が減っていないか 

●身体を動かすことに不自由はないか 

■適正な食事・間食・飲酒指導 

■ゆっくりよく噛んで食べること 

■散歩等軽運動や日常活動増加指導 足のむくみ、静脈瘤 

★浮腫や静脈の腫れがある 

●水分や塩分の取り過ぎはないか 

●足の痛みはないか 

●腎臓や心臓に障害はないか 
●座りっぱなし等、活動量が極端に低 
 下してないか 
■エコノミークラス症候群のリスクが高 
  いので受診勧奨 

■水分・塩分の適正指導 

■散歩や軽運動のすすめ 

体重減少 

★やつれた（５キロ以上の体重減） 

●食事量に不足はないか（量・回数） 
●義歯をなくした、又は義歯が合わない 
  という状況はないか 

●生活習慣病の悪化はないか 

■規則的な食事摂取や食事量確保の指導 

■過度の減少の場合には受診勧奨 

＊（出典）日本公衆衛生協会 地域保健従事者の派遣支援活動ガイドライン H25.3 （改変） 
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（２）栄養管理のための情報提供及び環境整備 

 ア 栄養や食品に関する表示や選択メニューの実施 

    糖尿病や高血圧等、食事管理の必要な方が食事の内容や量の調整ができるように、 

エネルギーや食塩の含有量について簡易な掲示を行ったり、食材やエネルギー量の

異なる選択メニューを導入するなど、できる限り工夫すること。 

 

 イ 体重計の活用 

    利用者が適切な体重を維持できるように、提供する食事のエネルギー量の調整を図

るとともに、健康管理の観点から、避難所に体重計を用意するなどし、利用者自身が

計測できる環境づくりに努めること。 

 

 ウ 栄養・食生活相談 

  （ア）対象 

    ・医療関係者等により必要とされた方 

    ・スクリーニングされた方 

    ・希望する方 

  （イ）方法 

    ・対象者の把握（漏れのないよう留意） 

    ・計画の立案 

    ・実施（現地訪問は 2名体制） 

    ・記録（個人情報の適切な管理）・評価 

    ・報告 

  （ウ）その他 

    ・事前確認可能なことを下調べしておく 

     （避難所責任者等や被災者に複数人が同じことを尋ねることがないよう配慮する） 

    ・特に被災者のプライバシーに配慮し、「指導」ではなく、傾聴、共感し、「被災者を 

    支える」、という思いやりを持った姿勢で臨むことが重要である。 

 

（３）食事に配慮が必要な方の支援 

   食事に配慮が必要な方は、被災直後からの食事が健康状態に大きく影響することが

多い。このため、個人に適した食事が速やかに提供できるように配慮する必要がある。  

    また、行政栄養士は平常時から、食事に配慮が必要な方や家族に対する備蓄の必

要性を啓発するとともに、食事に配慮が必要な方の把握に努める等の栄養・食生活支

援体制の整備を行い、災害時への対策に備えておく。 
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 ア 予め想定できる対象者 

   ① 妊娠・授乳婦 

   ② 乳幼児（粉ミルク、離乳食等を必要とする方） 

   ③ 高齢者等で嚥下困難な人（かゆ食やソフト食等を必要とする方） 

   ④ 疾患があり食事制限を必要とする方（糖尿病、高血圧、食物アレルギー 等） 
 
 イ 食事に配慮が必要な方の状況把握 
    行政栄養士は、各避難所の乳幼児や高齢者、食事制限を必要とする方で通常の支  

   援物資の食事が食べられない方を速やかに把握する。 
   
   ≪方法≫ 
   ① 市町村災害対策本部等の情報 
   ② 保健師等他職種からの情報 
   ③ 避難所の巡回             等      

 
 ウ 食事に配慮が必要な方に対する食品の確保 
    行政栄養士は、特殊食品等、必要な食料の種類や数量を速やかに把握し確保す  
  る。不足している場合は、保健所や関係団体等に手配方法などの支援を求める。 
 

 エ 支援の留意事項 
    災害時には、行政栄養士は限られた支援物資の中で疾病の重症化予防及び健康 
  保持を目的に栄養指導を実施する。栄養指導時に対象者の発熱や脱水等の異常を 
   確認した場合には、医師・看護師等の医療班に速やかに報告する。 
    また、糖尿病や食物アレルギーなど、医師の管理による栄養指導が必要な疾患に 
   ついては、保健・医療体制の復旧状況に合わせ、医療関係者と連携を図りながら対応 
   する。 
 
 オ 災害時における対象者別支援のポイント 

対象者 支援のポイント 

妊娠・授乳婦 

 

 

 

 

 

 

◆必要栄養素の確保 

  避難所での支援物資の中には、エネルギーが高い食品など栄養バランスの偏

ったものが食事として提供されることがある。このような食事を続けることで、過剰

な体重増加や必要な栄養素が不足することが想定される。特に、菓子類に偏った

摂取を避け、おにぎりや果物、乳製品等を優先的に摂取できるようにする。 

◆授乳婦への対応 

  環境の変化により母乳が出なくなることもあるので、乳幼児ミルク、調乳用の水

（加熱殺菌済みベビー用飲料水）、哺乳瓶、カセットコンロ、ガスボンベなどを確保

し、対応できるよう準備しておく。 

◆環境の整備 

 被災による身体的ストレスに加え、不安やショック、避難所での慣れない生活に

よる精神的ストレスを感じる場合もある。母子ともにストレスを取り除くため、授乳

場所を確保するなど配慮をする。 
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対象者 支援のポイント 

乳幼児 ◆ミルク・食事の与え方 

 乳幼児は消化器官等の発達が未熟で一度に多くの食事を摂ることができない。 

 また、環境の変化等により食欲が低下することもある。授乳回数や食事とおやつ

の回数、食事内容をできるだけ普段に近い状態にできるよう配慮する。 

◆環境整備 

 遊び場の確保、保育ボランティアの確保等を考慮する。 

◆平常時からの準備 

 乳幼児健診や広報などを通じ、家庭においても備蓄の必要性を働きかけておく。 

・日頃、食べ慣れている食品 

 乳幼児の場合、ミルクや離乳食に嗜好があるので、普段使っているメーカーのミ

ルクや離乳食、生活用品の備蓄が必要となる。 

・水 

 乳児は、水が不足すると脱水症状に陥りやすくなる。また、ミルクや粉末の食品・

フリーズドライの離乳食を調理するためにも、1 人 1 日当たり 2～3 リットルの水が

必要となる。 

・離乳食 

 備蓄食品の他に、支給食品を再加熱して柔らかくして食べられるように小鍋・カ

セットコンロ等の熱源が必要となる。 

 備蓄食品として、粉末果汁、粉末スープ、フリーズドライのベビーフード、レトルト

の粥などを 2～3 日分くらい用意する。消費期限内に使い切り、新しいものと交換

するよう、注意する。使い捨て食器・スプーン、ガーゼ、熱源などを一緒にセットし

ておく。 

・食物アレルギー用の食品 

 震災後は、流通事情が改善するまで食物アレルギー用の食品の入手に時間が

かかることが想定されるため、普段から必要な食品を購入したり、入手方法を検

討しておく。 （特殊ミルク、離乳食についても同様） 

 

 

高齢者等 

嚥下困難者 

【低栄養の方も

代用可能】 

◆食事内容 

・低栄養に注意 

 野菜の煮物や漬物が中心の場合は、たんぱく質等の不足による低栄養が心配

される。また、避難所の食事は冷たく食べにくいものが多いこともある。 

 乳製品及び市販の離乳食・嚥下困難者用の食品を適宜、活用する。 

・脱水に注意 

 トイレが遠い、不便などの理由から、「夜間頻尿」、「失禁」を恐れるための意図

的水分制限や、風邪による発熱、夏場の発汗などによる脱水に注意する。 

◆噛む機能が低下した場合 

 食べやすい食事（おかゆ、市販のソフト食）等を準備する。また、特定の栄養素

が不足する場合には、特定保健用食品（トクホ）やサプリメントの利用を考慮する。 

◆飲み込む機能が低下した場合 

 食べ物が飲み込みやすくなるように、とろみを付け誤嚥をおこさないように配慮

する。市販のとろみ剤（火を使わないもの）、濃厚流動食（栄養バランスに優れエネ

ルギーを確保できる飲料）を活用する。 
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対象者 支援のポイント 

高血圧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆適正エネルギー摂取と体重管理 

 避難所では、保存、流通に優れた菓子類などの高エネルギー食品が多く届けら

れる。一方、避難所内の生活では、被災者の活動量は減少しこれらの食品を過剰

に摂取することは体重増加の原因となる。 

 菓子類や菓子パン、甘い飲み物等を控え体重管理に配慮する。 

◆食塩の摂り過ぎに注意 

 避難所での食事は、インスタント食品や体を温めるために汁物等の提供が多い

ので、インスタントラーメン等の場合には、栄養成分表示を活用して食塩の少ない

ものを選ぶか、汁はなるべく残す（排水ルールを確認）。 

◆その他 

 ワーファリンを含む薬を服用している場合は、納豆や青汁に多く含まれるビタミン

Kが薬の効果を弱めるため、摂取は控える。 

 カルシウム拮抗薬には、グレープフルーツ（ジュース）を同時に摂取した場合、薬

の作用が強く出る場合があるので摂取は控える。 

 

糖尿病 

 

◆栄養バランスと 1日３食 

  糖尿病は血糖のコントロールが基本となる。支給される食品は、流通や保存の

観点から、高エネルギーのものが中心となる。 

 支給される食品の中から、できるだけエネルギーを抑える食品の組み合わせ方

や、ビタミンや食物繊維を積極的に摂取するなど、栄養バランスを考慮する。 

 また、1 度に多くの食事を摂取すると、血糖の変動が大きくなるので、適量を１日

３食規則正しく食べるようにする。 

◆菓子・嗜好品 

 菓子やアルコールは血糖の上昇につながる。適切に摂取する。 

◆その他 

 インスリン薬を使用している場合は、低血糖にならないよう、食事内容に留意す

る。 

 

食物 

アレルギー 

◆アレルゲンの除去 

 医師から特定のアレルゲンの摂取制限をされている場合には、特殊食品の利用

などアレルゲン除去について検討する。 

◆乳幼児等の保護者への支援 

 集団生活の中で誤食を防止するため、周囲への周知や理解について配慮する。 

◆食品表示の活用 

 加工食品に含まれるアレルギー表示の活用について周知する。 

◆その他 

 提供する食事の内容を調整する個別対応が困難なことも想定されるため、他の

支援策もあらかじめ検討しておく。 
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第３章 給食施設 
  

給食施設は、生きていくための根源である「食」を担っている施設であることから、災害

時においても、食事の提供業務は中断することなく続ける必要がある。 

施設によっては、通常の喫食者の対応以外にも被災者等の避難場所や被災者を対象

とした給食を提供する施設となる場合もあり、災害時においては平常時以上の役割を期

待される施設でもある。 

今後の災害の発生に備え、各施設は飲料水をはじめとする食品等を確保すると同時に、

施設全体の防災訓練や部門内の非常時に備えた対応をとりまとめ、マニュアルの作成、

訓練などを通して、その対応を周知徹底しておくことが非常時の被害を軽減するうえで大

切である。 

 

１ 給食施設における災害発生時の取組（概ね災害発生後 1か月） 

（１） 被災状況確認（食品流通状況を含む）と情報収集 

（２） 保健所等関係機関への被災状況報告 

（３） 給食提供に関するスタッフの確保 

（４） 備蓄食品等を活用した食事提供 

（５） 支援要請の検討及び要請 

（６） 適切な栄養管理と栄養指導の実施 

 

２ 給食施設における災害復旧・復興期の取組（概ね災害発生後 1か月以降） 

（１） 適正な食事の提供状況の確認 

（２） 保健所等関係機関への復旧状況報告 

（３） 施設内マニュアルに基づく対応の評価検証 

 

３ 保健所における平常時の給食施設への支援 

（１） 給食施設の非常食の備蓄状況を把握 

    概ね 3日分の備蓄食料品や熱源備蓄品の整備について指導や助言を行う。給食

施設巡回実地指導等の機会には、備蓄の現場確認等を行い、保管方法や備蓄場

所が適切であるか確認する。また、利用者（入所者）のみならず避難者・施設職員

等に対する備蓄も勧奨すること。 

 

（２） 給食施設内に災害時対応マニュアル等が整備されているかを把握 

    給食施設巡回実地指導等の機会を通して、災害時対応マニュアルの整備状況を

確認し、必要な指導や助言を行う。また、委託業者の場合、災害時の契約内容等

を具体的に確認する等、施設内で食材供給対応困難な場合の給食提供体制を明

確にし、マニュアルに記載しておくよう指導・助言する。 
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（３） 他施設との連携体制の整備状況を把握 

    管内の給食施設や給食研究会・栄養士会等との連携を密にし、地域連携体制の

整備を行う。災害時の給食施設は原則として給食提供を継続して行う必要があるこ

とから、管内給食施設を対象とした災害時対応研修会や情報交換会等を開催する

等、給食施設の相互連携関係の構築と、管理栄養士等のネットワークづくりを支援

する。 

 

 （４） その他 

     給食施設は、被災者への炊出し等食事提供の施設として期待される側面もある 

    ため、必要に応じて市町村防災関係担当課所、食料供給関係課所、行政栄養士と 

    円滑に連携できるよう調整を行う。 
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第４章 平常時の対応 

 

１ 栄養・食生活支援のための連携体制の整備 

 

  行政栄養士は、災害時に被災住民の栄養確保や食事に配慮が必要な人等へのきめ

細やかな対応を初期段階から速やかに実施するために、日ごろから健康危機管理に対

する意識を高く持ち、平常時から、栄養・食生活支援の体制を整備する。 

 

（１）市町村・保健所 

 ア 所属所内の体制の把握 

     災害発生時は、所内にいる職員または登庁できた職員で対応することになるため、

所属所内で地域防災計画に基づく対応が迅速に実施できるよう、平常時から災害発

生時における自身の役割を把握しておく。また、関係するマニュアル等は熟知してお

く。 

 

 イ 関係機関等との役割の明確化 

   ①行政機関との連携 

     防災関係担当課所、食料供給関係課所等、災害時に連携する各課所担当職員と

担当業務内容について定期的に確認をしておく。 

     また、災害時の避難場所や規模、福祉避難所等について、平常時から情報収集

を行うとともに、共有すべき項目や伝達体制等について確認をしておく。 

    

   ②関係団体等との連携 

    ボランティア団体等には炊出し、栄養士会などには避難所等での巡回栄養指導相

談等を依頼することが想定されるため、予め関係団体（栄養士会、調理師会、食生

活改善推進員団体連絡協議会、食品衛生協会、社会福祉協議会、老人会、商工会、

JA、NPO 等）と協力を得られる内容を確認しておく。 

 

 ウ セルフチェックの実施【資料 15】 

    災害時における栄養・食生活支援体制の整備状況を確認するため、セルフチェック

表を用いて確認を行う。 

    

（２）県（健康長寿課） 

 ア 本庁内の連携 

    「埼玉県地域防災計画」に記載されている各部局の役割を踏まえ、災害時における 
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   栄養・食生活支援に関係する庁内担当部局・担当者を明らかにしておく。 

 

 イ 市町村、保健所との連携体制の整備 

   災害時に連携し速やかに栄養・食生活支援を実施するため、平常時から会議等を活   

用して相互理解を深めておく。 

 

 ウ 国、他団体等との連携体制整備 

    国（厚生労働省等）や関係団体等との連携を図るため、予め協力を得られる内容を

確認しておく。 

 

 

２ 備蓄等災害時における食料の確認等 

 

  災害発生から支援活動が本格化するまでの間は、被災地域内の備蓄物資や調達物

資で食料を確保し、被災住民の生命保持を図ることとなる。行政栄養士はそれぞれの地

域防災計画に基づく食料・飲料水の備蓄量や内容、場所等を予め把握し、地域住民の

健康維持の観点から、必要に応じて、防災担当関係課所や食料供給関係課所等に対し

て提案等を行う。 

  なお、食物アレルギー対応に配慮した食料の確保については、国の防災基本計画及

び県の地域防災計画に、確保に努めることが記載された。各市町村において、適切な食

物アレルギー対応食品が備蓄されるよう、必要に応じて助言する。 

 

  

 

 

■ 防災基本計画（中央防災会議 令和 6年 6月） 

   第６節 物資の調達、供給活動  第２編 ２章 ７節 

    (2) 地方公共団体による物資の調達、供給 

    ○ 被災地方公共団体は、備蓄物資、自ら調達した物資及び国、他の地方公共団体等によっ 

    て調達され引渡された物資について、被災者への供給を行うものとする。            

   ○ 被災地方公共団体は、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やア 

    セスメントの実施、食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努めるものとする。 

 

■ 埼玉県地域防災計画【本編】（令和 6年 3月） 

   第２編 震災対策編 第２章 施策ごとの具体的計画  

   第１０ 物資供給・輸送対策 ＜応急対策＞ 

食物アレルギー対応について 
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   (ア) 物資の調達、供給 

      （略） 

     さらに、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施   

    食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努めるものとする。 

 

 

 

 

 ○適切な食料供給の重要性について 

   ・被災住民の中には、既存の備蓄食品の内容によっては食べられないものがあり、特殊 

    食品等の確保など対応が必要な場合があること 

     （例：乳幼児用食品、高齢者用食品、病者用食品、食物アレルギー対応食品等） 

   ・提供される食事内容が、疾病や健康状態の予後に影響を与えること 

     （例：糖尿病等の疾病悪化、高齢者の低栄養状態等） 

 

 ○備蓄内容等について 

   ・保健衛生担当課所では、備蓄食品の内容等について相談に応じ、必要に応じて、管理 

    栄養士等の視点から地域住民の健康維持を踏まえた備蓄内容の提案ができること  

 

 

（１）市町村 

 ア 備蓄状況の確認 

    防災計画に基づく食料・飲料水の備蓄状況（内容、量、場所等）や衛生的で安全な

食料供給のために必要な食料以外の備蓄（熱源となるガスカセットコンロ類や食器、

アルミホイル、ラップフィルム等）の状況を定期的に把握しておく。 

     

 イ 災害時の食料供給に関する協定等の確認 

   他市町村との災害時食料支援相互協定のほか、災害時に支援物資の提供が可能

な民間のスーパーマーケット、コンビニエンスストア、食品会社等との災害時における

協定の締結状況を関係課所等に確認、把握しておく。 

 

（２）保健所 

 ア 給食施設等の備蓄状況等の把握と支援 

    施設からの栄養管理状況報告書や給食施設巡回指導等により、特定給食施設等

が行う備蓄等の災害時食料の種類や数量、保管場所等の状況を確認し、必要に応じ

て助言を行う。  

    

地域住民の健康維持の観点から関係課所等に伝えておくこと（例） 
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 イ 管内関係機関と連携したシミュレーション訓練の実施 

   市町村と連携し、定期的な研修や訓練を通じて、対応能力の向上や防災意識の

高揚を図る。また、市町村が実施する避難所等設置の訓練を行う場合には、企

画に参加するなど必要な支援を行う。 

 

（３）県（健康長寿課） 

 ア 食料供給体制の確認 

   県は、地域防災計画に基づく食料・飲料水の備蓄状況（内容、量、場所等） 

   を定期的に把握しておく。 

   また、地域住民の健康維持の観点から、防災担当関係部局あるいは食料供給 

     関係部局等に対して、必要に応じて備蓄内容の提案等を行う。 

 

 イ 食料物資支援の協定等の確認 

   県は、他都道府県等との災害時食料支援相互協力協定のほか、民間のスーパ 

ーマーケット、コンビニエンスストア、食品会社等との災害時における協定締

結（流通備蓄）を関係課に確認、把握しておく。 

   特に、食事に配慮が必要な方用の特殊食品等については、栄養士会等を通じ 

    た関連企業等への支援要請も視野に入れて確認しておく。 

 

 

３ 配給・炊出し体制の整備 

 

（１）配給 

   ・配給を実施するための準備 【資料 5・16・17・18・19】 

   食料管理簿、食物アレルギーカード、配給時間案内チラシ、特殊食品の供給 

    支援情報収集様式など予め活用することが想定される様式類を準備しておく。 

    

（２）炊出し 

 ア 炊出しにおける連携 

   炊出しは、被災状況に応じて、日本赤十字社埼玉県支部が行う場合、市町村

主体で実施する場合（学校給食センターや公民館等の調理設備のある場所等を

利用して実施等）、自衛隊に要請する場合、ボランティア（窓口は市町村ボラン

ティアセンター）による場合などがあり、行政栄養士はそれぞれの実施体制を

認識しておく。 

    なお、ボランティアによる炊出しの場合は、食材・熱源・使い捨て食器等の
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確保、ゴミの回収など全て主体的に実施するが、実施記録等の様式は予め決め

ておき、被災地域の炊出し状況を把握できるようにしておく。 

 

 イ 炊出しを実施するための準備 

  以下のものを中心に、炊出し体制を準備しておく。 

   ① 具体的な献立例の作成（調理方法・代替食品の明記）、栄養管理 

   ② 調理施設一覧表の作成 

   ③ 食材の調達・人材確保・衛生管理の方法 

   ④ 熱源・調理機器等の確保（コンロの仕様、使い捨て食器（ディスポ食器） 

    等） 

    ※献立例は、平常時から最低 1日 3食 7日分程度を事前に作成しておく。 

    ※調理施設一覧表の作成にあたっては、給食施設を所管する課所等と平常 

    時より連携を密にし、災害時の被災者への食事供給可能数、調理機器を把 

    握しておく。 

 

 

４ 食事に配慮が必要な方の情報把握 

 

  行政栄養士は、平常時から、食事に配慮が必要な方の情報を把握するとともに、  

 その支援体制についても確認、整備しておくことが重要である。 

 

（１）市町村 

   平常時に可能な限り、市町村の防災担当関係課所、福祉関係課所等と連携を

図り、食事に配慮が必要な方の情報収集を行い、迅速に支援が行えるよう該当

者を把握する。 

   また、必要に応じて地域包括支援センターや訪問看護ステーション、ケアネ

ット等の地域の支援ネットワーク等、食事に配慮が必要な方に関わる支援者に

対して理解を得ておく。 

 

（２）保健所 

   難病患者、小児慢性特定疾患患者等の在宅療養者等、疾病に応じた食生活支  

  援が行われるよう、保健師等と連携して把握する。 

 

 

５ 研修会、普及啓発等の実施 

 

  行政栄養士は、地域に応じた災害時の支援・連携体制を整備し、災害時に迅速

かつ的確に対応するため、栄養士会等関係団体との情報交換会や研修会を開催す
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る等、健康危機管理能力の向上に努める。また、地域住民に対し、災害時用食料

備蓄等を促すため、飲料水の備蓄等、平常時からの備えについて普及啓発を行う。 

 

 （１） 市町村・保健所   

  ア 危機管理能力の向上 

     災害時の活動が円滑に推進されるよう、防災計画等に基づき定期的に行われる 

   災害訓練に積極的に参画する。 

  

  イ 各機関に所属する管理栄養士等を対象とした研修会の開催 

    災害時に連携し合う可能性の高い他の機関に所属する管理栄養士等を対象として、 

災害時を想定した栄養・食生活支援に関連する研修会を開催し、関係者間の共通認

識を高める。 

  〔研修会のテーマ例〕 

     ①災害時における栄養指導について（対象：行政栄養士、地域活動栄養士） 

     ②災害時の給食のあり方について（対象：特定給食施設等） 

     ③災害時マニュアルの作成及び施設内外体制の整備について（対象：特定給食施設等） 

     ④ボランティアに対する災害時の衛生管理について(対象：行政栄養士) 

 

  ウ ボランティア等への災害時対応研修会の開催 

    避難所での食料配給を中心とした模擬体験や、炊出し献立の実習、対応できる調 

   理機器の使用方法、想定される炊出し場所の確認を行う。 

 

 

 （２） 県（健康長寿課） 

  ア 行政栄養士に対する研修会等の開催(危機管理能力の向上) 

    平常時の備えや災害時の栄養・食支援活動等に対する共通理解を図るため、情報 

   交換会、研修会等を開催する。 

 

  イ 普及啓発 

     県民に対して「災害時における食の備え」など、災害時における食の確保のために 

    必要な事項について、広報誌、ホームページ、リーフレット等により普及啓発する。 

 

 

 （３） 県民 

    大規模災害においては、行政の対応が機能するまでに時間を要することが予測さ

れるため、管理栄養士等は、日々の業務を通じて住民に対して家族全員 3日分程度

の食料品等の備蓄の必要性について継続的に周知を図る。特に、食事に配慮が必要

な方は個別の備えを行うよう助言する。【資料 20】 
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６ ガイドラインの整備 

 

  県は、災害時における栄養・食生活支援を適切に実施するため、本ガイドラインを効果

的に活用するとともに、随時見直しを行う。 
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